
                                                 

 

 

 

大船渡管内県単漁港維持修繕ほか業務委託 

特 記 仕 様 書 

 

１ 適用範囲 

  本仕様書は、「大船渡管内県単漁港維持修繕ほか業務委託」（以下、本業務）という。）につい

て、必要な事項を定めるものであり、この仕様書に記載のない事項は、「漁港漁場関係工事共通

仕様書（令和６年４月（公益社団法人全国漁場協会）、「岩手県県土整備部共通仕様書（土木工

事）（令和６年４月１日以降適用（岩手県県土整備部））によるものとする。 

 

２ 目的 

  岩手県沿岸広域振興局水産部大船渡水産振興センターが管理する漁港施設における維持修繕

及び県単災害復旧を行うものである。 

 

３ 業務場所 

  大船渡市大船渡町字永沢地内ほか 

 

４ 履行期間 

  本業務の委託期間は、令和８年３月 16 日までとする。 

  なお、委託期間には、作業日数、準備日数、後片付け日数のほか、休工日（土曜日、日曜日、

祝祭日、天候による休工日、連休等）を含むものである。 

 

５ 業務概要 

  付属工 1 式、油処理工 1 式、堆積物撤去工 1 式、支障物撤去工 1 式、 

  側溝清掃 1 式、除草 1 式 

   

６ 業務内容 

  別添設計書のとおり。 

  なお、当初設計は一般工種及び数量での想定設計としていることから、本業務契約期間中に、

漁港維持管理上必要と認められる作業等については別途発注者の指示によるものとする。 

 

７ 法定外の労災保険の付保 

  本業務において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。 

 

８ 履行報告 

  受注者は、業務期間中の履行状況について監督職員と協議のうえ提出すること。 

 

９ 提出資料 

  受注者は漁港漁場関係工事品質管理基準に基づき、次の資料を整理のうえ提出するものとす



                                                 

 

 

 

る。 

 (1)出来形管理資料 

  (2)品質管理資料 

  (3)工事写真管理資料 

  (4)完成図 

(5)その他監督職員が必要と認めたもの。 

 

10 安全・管理・訓練 

 (1)安全教育及び訓練等 

    漁港漁場関係工事共通仕様書第１篇第１章第３節安全管理１－３－３安全教育及び安全

訓練等の実施によるものとする。 

  

 (2)保安施設等 

     本業務の履行場所は、日常の漁業生活と密接な関係があるため、作業中は作業区域に標

識・警戒等を設置し、通行の安全及び利用の確保に努めるものとする。 

  

(3)過積載防止 

   1)受注者は、積載超過防止対策の方法を作業計画書に明記するとともに、「安全訓練等の実

施状況」に準じ点検記録を作成し監督職員に提出するものとする。 

   2)受注者は、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事項の防止等に関する特別措置法」

の目的に鑑み、同法１２条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等への加入者

の使用に努めるものとする。 

   

11 業務の施工 

  以下に、作業別に特記事項を記載する。 

----------------------------------------------------------------------------- 

以下、各作業ごとに必要事項を記載する。 

(1)共通事項 

  ア．作業着手の事前調査 

    作業着手前に作業場所の確認を行い、監督職員と協議のこと。 

  イ．各漁港の漁業協同組合との協議 

    作業着手前に各漁港の漁業協同組合に作業内容を説明し、利用との調整を行うこと。 

(2)現場発生品運搬・処分（根白漁港） 

  ア．処理資材名 廃ﾌﾟﾗ 

  イ．受入場所  ㈱岩手環境保全 L=17.8km 

  ウ．受入時間帯 受け入れ先の指定による 

(3)流出油処理作業（大船渡漁港） 

  ア．流出油運搬・処分 

    撤去後の流出油等の処分先については、監督職員と協議のこと。 

 



                                                 

 

 

 

(4)土砂等運搬（六ケ浦漁港（袖野地区）） 

  ア．残土受入場所 六ケ浦漁港（本港地区）内 L=3.9km 

(5)支障物撤去（長部漁港） 

 ア．現場発生品運搬及び処分先 

    支障物の材質及び寸法等、不明であることから、契約後、現地精査のうえ、処分先等、 

監督職員と協議のこと。また、運搬先については、L=20.5km 以下を想定している。 

----------------------------------------------------------------------------- 

 

12 業務計画と連絡体制 

  受注者は、予め連絡系統や建設機械保有状況等を記載した作業計画書を監督職員へ提出する

ものとする。また、緊急時の連絡として、速やかに連絡が可能な体制を確立するものとする。 

 

13 その他 

(1)本仕様書に定めのない事項又は、本業務の作業にあたり、疑義が生じた場合は、必要に応じ

監督職員と協議のうえ決定するものとする。 

 

(2)業務打合簿について 

   業務打合簿の様式については、別紙の様式を使用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                                 

 

 

 

別紙 

業 務 打 合 簿 

業 務 名  

発 議 者 □発注者    □受注者 発議年月日 令和    年   月    日 

発 議 事 項 

□指示    □協議    □通知    □承諾    □提出    □報告 

 □その他（                         ） 

                  について 

  

 

 

  

 

 

 

 

 添付図      葉、その他添付図書 

回 答 者 □発注者    □受注者 回答年月日 令和  年  月  日 

回 答 事 項 

□指示      □承諾      □協議      □通知      □受理 

 □了解      □提出      □報告      □届出 

 □その他（                         ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付図      葉、その他添付図書 

 

○ 長 
○○○ 
課長 

○○○ 
課長 

総 括 
監督員 

主 任 
監督員 

監督員 
 

 
主任 

技術者 
       

 
 

 
 

※回覧の欄の職名については、適宜修正して使用すること。   

 


